
新

の早期対応や児童虐待

規

予防を目的とした

 、

完

産後健診を新規事業と

了

して10月より開始予

事

定。

平成31年度　予

業

定 平成32年度　予定

ゼ

第二次母子保健計画策

ロ

定 母子保健計画から見

予

えてきた課題に対し事

算

業を実施す

産後ケア事

事

業、委託先拡大 る

業 担当者

全体計画 経費区分 内線

事務事業名

所　　属

施　　策

会計
予算

科目
科目

事業

事業目的 事業概要・効果 

ＰＬＡＮ－ＤＯ

年度実績及び予定

平成27年度　実績 平成28年度　実績

平成29年度　実績 平成30年度　予定

平成31年度　予定 平成32年度　予定

内部評価【二次】 1頁

平成３０年度　行政評価事業別シート

実計対象 □ 評価対象 ■ 新規 □ 完了事業 □ ゼロ予算事業 □ 担当者 津山　美由紀

全体計画 経費区分 － 内線 3354

事務事業名 4111 母子保健事業

所　　属 100600 健康福祉部・健康づくり課

施　　策 01010100 健康づくりの充実

会計 01 一般会計
予算

科目 040103 衛生費・保健衛生費・健康づくり推進費
科目

事業 010000 母子保健事業

事業目的 事業概要・効果 

母子保健法に基づく各種健診のほかに、健康相談、離 事業概要

乳食講座等をとおし、母子の健康の保持、増進を図る 　須坂市母子保健計画に基づいた事業を実施します。

。 （子育て支援の家庭訪問、健康相談、健康教育、発達

障がいの疑いの児の相談事業、療育事業等）

妊娠期から産後にかけての健康診査等の助成をし、安

心、安全な出産を支援します。

内

効果

・子ども達が健や

部

かで、心豊かに育つこ

評

と

・親が自覚と責任を

価

持ち、安心して子育て

【

ができるこ

と

 

ＰＬＡ

二

Ｎ－ＤＯ

年度実績及び

次

予定

平成27年度　実

】

績 平成28年度　実績

1

・妊娠出産包括支援事

頁

業を実施し、妊娠期か

平

ら出産・ ・妊娠出産包

成

括支援事業を実施し、

３

妊娠期から出産・

育児

０

までの総合相談窓口を

年

設置する。 育児までの

度

総合相談窓口を設置し

　

、子ども課と連携し

・

行

母子保健計画から見え

政

てきた課題に対し事業

評

を実施 相談対応する。

価

する。  

平成29年度

事

　実績 平成30年度　

業

予定

・妊娠出産包括支

別

援事業を実施し、妊娠

シ

期から出産・ ・妊娠出

ー

産包括支援事業を実施

ト

し、妊娠期から出産・

実

育児までの総合相談窓

計

口を設置し、子ども課

対

と連携し 育児までの総

象

合相談窓口を設置し、

評

子ども課と連携し

相談

価

対応する。 相談対応す

対

る。

・母子保健計画の

象

中間評価 ・産後うつ病



式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費 62,891 69,315

国庫支出金 2,215 2,308

特 定 都道府県支出金 533 780

財 源 地方債 0 0

その他 2,596 508

一般財源 57,547 65,719

正規職員 3.2 3.3
人員数

嘱託職員 1.4 1.1
（人）

臨時職員 1.1 1.3

正規職員 22,876.8 23,591.7

人　員 嘱託

内

職員 3,872.4 3

部

,042.6

コスト 臨

評

時職員 1,296.9

価

1,532.7

計 28

【

,046.1 28,1

二

67.0

市民一人当た

次

りの経費 1.7 1.9

】

総額 90,937.1

2

97,482.0

（単

頁

位：千円）

平成29年

指

度決算　事業費の内訳

 

主な節 金額 内容

乳幼児

標

健康診査医師・歯科医

 

師謝礼1,668、親

名

子教室（療育事業）講

算

師謝
8節  報償費 2

　

,878
礼676、乳

　

幼児心理相談謝礼53

式

4 他

母子健康手帳7

単

2、乳幼児健康診査消

位

耗品842 他
11節

年

 需用費 914

妊婦健

　

康診査委託料38,6

　

87、乳児健康診査委

度

託料1,895、産後

平

ケア事業委
13節 委

成

託費 41,123
託料

2

541

15節 工事請

8

負費 0

妊婦健康診査補

年

助金335、会議出席

度

時負担金18
19節 

平

負担金補助及び交付金

成

353

未熟児養育医療

2

費3,559、臨時職

9

員賃金4,337、妊

年

娠・出産包括支援事業

度

24
その他 17,62

平

3
7ほか

成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

事業費 （単位：千円）

平成29年度 平成30年度

決　　　算 予　　　算

事業費

国庫支出金

特 定 都道府県支出金

財 源 地方債

その他

一般財源

正規職員
人員数

嘱託職員
（人）

臨時職員

正規職員

人　員 嘱託職員

コスト 臨時職員

計

市民一人当たりの経費

総額

（単位：千円）

平成29年度決算　事業費の内訳

主な節 金額 内容

8節  報償費

11節 需用費

13節 委託費

15節 工事請負費

19節 負担金補助及び交付金

その他

内部評価【二次】 2頁

指 標 名 乳幼児健康診査（３か月～３歳）受診率

算　　式 乳幼児健康診査受診者数÷対象者数×100 単位 ％

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標 98 98.5 99 99.5 100
目 標 値

実 績 96.4 96.5

指標選定 子どもの成長の節目をとらえて、子どもの成長や発達を親と確認し、親が安心して子育てできるようの支援す

の 理 由 ることが重要なため、乳幼児健康診査の受診率を指標とした。

最終年度 全ての子どもが健全に発育・発達できるよう支援するため。

目標の根拠

指 標 名

算　　式 単位

年　　度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

目 標
目 標 値

実 績

指標選定

の 理 由

最終年度

目標の根拠

指 標 名

算　　



委

て期にわたるまでの母

託

子保健や育児に関する

費

様々な悩みへの対応支

1

援が必要であり、子育

5

て

支援機関と連携して

節

切れ目のない支援を継

 

続するため。
評   

工

価
・乳幼児健診は母子

事

保健法に基づく事業で

請

あり、全ての乳幼児が

負

健全に発育するために

費

必要な事業であるため

1

コメント
。

・事業の成

9

果は上がっているか

・

節

目標に対する達成度は

 

十分か

有 効 性 ・市

負

民生活上の課題解決に

担

貢献しているか 有効

・

金

行政内部の管理上の課

補

題解決に貢献している

助

か

・事業の目的が達成

及

できるような事業内容

び

になっているか

・妊娠

交

期から出産、育児まで

付

切れ目のない支援を行

金

うことにより、ひとり

そ

で悩まず、安心して子

の

育てができる

ように支

他

援する必要がある。
評

Ｃ

   価

コメント

・成

Ｈ

果を落とさずにコスト

Ｅ

を削減する方法はある

Ｃ

か

効 率 性 ・効率性

Ｋ

向上に努めているか 変

個

わらない

・使用料など

別

の受益者負担や補助対

評

象事業の範囲など、財

価

源確保の余地はないか

項

・母子保健法を改正し

目

、子育て包括支援セン

評

ターを法定化（平成2

価

9年4月1日施行）。

観

妊娠期から子育て期ま

点

で

切れ目のない支援を

評

行い、子ども課との連

価

携も行っている。
評 

内

  価
・税源確保につ

容

いては、子ども課子育

・

て支援交付金を充てて

市

いる。
コメント

振り返

民

り（決算年度の取組み

の

課題）

・乳幼児健診の

生

受診率（３か月健診、

命

1歳児健康相談、１歳

・

６か月健康診査、２歳

財

児健康相談、３歳児健

産

康診査）は、平

成29

を

年度96.5％。法的

守

健診（1歳６か月健康

る

診査、３歳児健康診査

た

）の受診率は97.0

め

％である。

・目標値に

市

向け、更に受診率向上

が

に向けた取組みが必要

実

と考える。

施することが必要不可欠な事業であるか

・行政内部の管理運営上必要な事業であるか

必 要 性 ・市が主体となり実施すべき事業か

・法的な根拠や公的関与の妥当性はあるか

・目的は結果（施策の目指す理想）に結びついているか

評   価

コメント

・事業の成果は上がっているか

・目標に対する達成度は十分か

有 効 性 ・市民生活上の課題解決に貢献しているか

・行政内部の管理上の課題解決に貢献しているか

・事業の目的が達成できるような事業内容になっているか

評   価

コメント

・成果を落とさずにコストを削減する方法はあるか

効

内

 率 性 ・効率性向上

部

に努めているか

・使用

評

料などの受益者負担や

価

補助対象事業の範囲な

【

ど、財源確保の余地は

二

ないか

評   価

コメ

次

ント

振り返り（決算年

】

度の取組み課題）

3頁

（単

内

位

部評価【二次】 3頁

（ ：単位：千円）

平成30

千

年度当初予算　事業費

円

の内訳

主な節 金額 内容

）

乳幼児健康診査医師・

平

歯科医師謝礼1,66

成

8、親子教室（療育事

3

業）講師謝
8節  報

0

償費 3,425
礼1,

年

552、乳幼児心理相

度

談員謝礼205

母子健

当

康手帳80、乳幼児健

初

康診査消耗品966
1

予

1節 需用費 1,04

算

6

妊婦健康診査委託料

　

41,000、乳児健

事

康診査委託料6,10

業

0、産後ケア事業委
1

費

3節 委託費 44,3

の

84
託料1,284

1

内

5節 工事請負費 0

妊

訳

婦健康診査補助金1,

主

000
19節 負担金

な

補助及び交付金 1,0

節

21

臨時職員賃金5,

金

000、嘱託職員賃金

額

8,034、旅費26

内

4、役務費472、共

容

済費1,
その他 19,

8

439
462、扶助費

節

3,841、使用料及

 

び借上げ療359 ほ

 

か

ＣＨＥＣＫ

個別評価

報

項目 評価観点 評価内容

償

・市民の生命・財産を

費

守るため市が実施する

1

ことが必要不可欠な事

1

業であるか

・行政内部

節

の管理運営上必要な事

 

業であるか

必 要 性

需

・市が主体となり実施

用

すべき事業か 高い

・法

費

的な根拠や公的関与の

1

妥当性はあるか

・目的

3

は結果（施策の目指す

節

理想）に結びついてい

 

るか

・妊娠期から子育



コメント

内部評価【二次】 4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続 次年度以降の方向性 総合計画に沿って継続

総合評価コメント ２次評価コメント

核家族化や少子化により子育て世代への支援は、妊娠 子育てなんでも相談窓口「おひさま」や産

内

後健診など

期から切れ

部

目なく支援することが

評

重要となることから 、

価

事業の周知に努める。

【

教育委員会や医療機関

二

等と連携していく。

外

次

部評価

次年度以降の方

】

向性

外部評価コメント

4頁

ＡＣＴＩＯＮ

１次評価 ２次評価

次年度以降の方向性 次年度以降の方向性

総合評価コメント ２次評価コメント

外部評価

次年度以降の方向性

外部評価


